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６
月
定
例
会
は
、
６
月
10
日
開

会
し
16
日
か
ら
３
日
間
一
般
質
問

が
行
わ
れ
、
18
名
の
議
員
が
真
剣

に
質
問
し
、
鈴
木
市
長
を
初
め
執

行
部
側
の
真
摯
な
答
弁
が
あ
り
ま

し
た
。

　

ま
た
、
本
定
例
会
に
は
、
市
民

税
の
徴
収
方
法
を
改
め
る
な
ど
の

白
河
市
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す

る
条
例
な
ど
の
専
決
処
分
案
７
件
。

白
河
市
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇

等
に
関
す
る
条
例
及
び
白
河
市
職

員
の
育
児
休
暇
等
に
関
す
る
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
な
ど
の

条
例
案
９
件
。
平
成
22
年
度
白
河

市
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

な
ど
の
予
算
案
３
件
。
さ
ら
に
、

白
河
地
方
土
地
開
発
公
社
を
初
め

法
人
の
経
営
状
況
に
つ
い
て
の
報

告
４
件
。
そ
し
て
人
事
案
件
と
し

て
追
加
議
案
２
件
が
提
案
さ
れ
、

そ
れ
ぞ
れ
承
認
、
可
決
ま
た
は
同

意
さ
れ
24
日
閉
会
し
ま
し
た
。    

　
　
　
　
　
　

＊

　

６
月
定
例
会
は
、「
国
民
健
康

保
険
議
会
」
と
言
わ
れ
て
い
る
よ

う
に
、
国
民
健
康
保
険
が
中
心
的

な
議
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

そ
こ
で
専
決
処
分
を
必
要
と
し

た
条
例
改
正
や
、
平
成
22
年
度
国

民
健
康
保
険
の
税
率
等
に
つ
い
て
、

そ
の
詳
細
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

  　

白
河
市
、
表
郷
村
、
大
信
村
、

東
村
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一

部
を
改
正
す
る
条
例
に
つ
い
て
は
、

地
方
税
法
等
の
一
部
改
正
に
伴
い
、

非
自
発
的
失
業
者
（
倒
産
、
解
雇

な
ど
に
よ
り
離
職
し
た
者
）
に
係

る
国
民
健
康
保
険
税
の
軽
減
措
置

に
つ
い
て
定
め
る
た
め
、
国
民
健

康
保
険
税
条
例
の
一
部
改
正
を
緊

急
に
必
要
と
し
た
た
め
、
専
決
処

分
し
た
も
の
で
す
。    

　

改
正
内
容
は
、
被
用
者
保
険
に

加
入
し
て
い
た
方
が
解
雇
や
倒
産

に
よ
っ
て
失
業
し
た
場
合
に
は
、

原
則
と
し
て
国
民
健
康
保
険
に
加

入
す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
が
、
そ

の
場
合
の
国
民
健
康
保
険
税
の
算

定
に
お
い
て
は
、
前
年
所
得
に
基

づ
き
算
定
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
多

く
の
場
合
負
担
が
過
重
と
な
り
ま

す
。
こ
の
よ
う
な
こ
と
か
ら
、
国

民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
が
、
非

自
発
的
な
理
由
（
解
雇
や
倒
産
な

ど
の
会
社
の
都
合
）
に
よ
り
離
職

し
た
一
定
の
方
（
特
定
対
象
者
被

保
険
者
等
）
に
は
、
在
職
中
の
保

険
料
負
担
と
比
較
し
て
過
重
と
な

ら
な
い
よ
う
、
前
年
度
所
得
の
中

に
給
与
所
得
が
あ
る
場
合
に
は
、

そ
の
給
与
所
得
は
100
分
の
30
に
相

当
す
る
額
に
よ
る
も
の
と
し
て
、

所
得
割
を
算
定
す
る
こ
と
と
し
ま

し
た
。（
平
成
22
年
６
月
１
日
よ

り
施
行
し
ま
す
。）

　

平
成
22
年
度
国
民
健
康
保
険
の

税
率
等
に
つ
い
て
は
、
地
方
税
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
等
に
よ

る
改
正
に
伴
い
、
基
礎
課
税
額
に

係
る
限
度
額
が
変
更
（
47
万
円
↓

50
万
円
）
に
、
後
期
高
齢
者
支
援

金
等
課
税
額
に
係
る
賦
課
限
度
額

が
変
更
（
12
万
円
↓
13
万
円
）
と

な
る
と
と
も
に
、
平
成
17
年
合
併

に
よ
る
不
均
一
課
税
期
間
（
平
成

23
年
度
統
一
）
の
税
率
調
整
及
び

所
得
割
額
１
パ
ー
セ
ン
ト
・
均
等

割
額
２
０
０
０
円
・
平
等
割
額
１

０
０
０
円
の
税
率
引
き
上
げ
と
な

り
ま
す
。（
特
集
・
13
ペ
ー
ジ
参
照
）

　

国
保
税
率
、
額
の
引
き
上
げ
と

な
っ
た
理
由
で
あ
り
ま
す
が
、
一

昨
年
の
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
を
契

機
と
す
る
世
界
的
な
経
済
の
低
迷

に
よ
り
、
同
年
10
月
以
降
に
お
い

て
は
、
失
業
に
伴
う
国
保
加
入
者

が
大
幅
に
増
加
す
る
な
ど
本
市
の

経
済
も
大
き
な
影
響
（
22
年
度
市

民
税
課
税
額
前
年
度
比
△
10
・
５

パ
ー
セ
ン
ト
）
を
受
け
た
と
こ
ろ

で
す
。
こ
の
た
め
、
国
保
税
所
得

割
課
税
算
定
の
基
礎
所
得
が
大
き

く
落
ち
込
み
（
前
年
度
対
比
約
△

10
億
560
万
円
△
11
・
２
パ
ー
セ
ン

ト
）、
平
成
22
年
度
国
保
税
収
入

額
が
大
幅
に
減
少
（
前
年
度
比
約

△
９
８
０
０
万
円
△
6.9
パ
ー
セ
ン

ト
）
す
る
見
込
み
で
あ
り
、
ま
た
、

医
療
費
の
増
加
傾
向
（
前
年
度
比

約
８
１
０
０
万
円
）
が
続
い
て
い

る
こ
と
に
よ
り
、
22
年
度
へ
の
繰

越
金
が
減
少
（
前
年
度
比
約
１
億

６
３
０
０
万
円
）
し
た
こ
と
か
ら

財
源
不
足
（
２
億
５
５
０
０
万
円
）

す
る
こ
と
と
な
り
、
税
率
、
税
額

の
引
き
上
げ
を
行
う
こ
と
に
な
り

ま
し
た
。

　

こ
の
よ
う
な
理
由
に
よ
り
、
初

め
て
の
措
置
と
し
て
、
所
得
割
の

課
税
算
定
基
礎
額
減
少
分
の
税
額

相
当
分
１
億
993
万
９
０
０
０
円
を

一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
金
で
、
残

り
を
国
保
基
金
繰
入
金
７
２
４
９

万
３
０
０
０
円
、
新
た
な
賦
課
割

合
の
見
直
し
で
７
２
７
０
万
円
を

財
源
の
補
て
ん
と
す
る
こ
と
と
し

ま
し
た
。

　

具
体
的
な
賦
課
割
合
の
見
直
し

は
、
所
得
割
額
１
パ
ー
セ
ン
ト
、

均
等
割
額
２
０
０
０
円
、
世
帯
別

平
等
割
額
１
０
０
０
円
の
引
き
上

げ
と
な
り
ま
す
。
本
年
度
の
本
市

の
不
均
一
課
税
の
税
額
調
整
と
新

一般会計より国民健康保険特別会計へ財政特別支援繰出金

６月補正予算総額では、5616万8000円のマイナス計上となる。
保険料の急激な値上げ緩和措置

11億億993993万万90009000円可決。円可決。

　

国
民
健
康
保
険
税
の
一
部
を

　

改
正
す
る
条
例
に
つ
い
て

　

専
決
処
分


